
第１号様式（第６条関係） 

 

                        令和○年 ○月 ○日  

（宛先） 

平塚市長 

 

                 住所（所在地） 神奈川県平塚市浅間町○番○号 

                          

                 企業等名称   〇〇〇〇株式会社 

                          

代表者職氏名  代表取締役 平塚 太郎 

 

  

平塚市子育て支援企業応援奨励金交付申請書 

 

 平塚市子育て支援企業応援奨励金の交付を受けたいので、平塚市子育て支援企業応援奨励金交付要

綱第６条の規定により、次のとおり申請します。 

 

１ 奨励金交付申請額 

奨励金交付申請額 
           250,000円 

■ 奨学金返還支援制度導入による加算（５万円）あり 

 

２ 添付書類 

■ 事業者情報調書（第２号様式） 

■ 平塚市子育て支援企業応援奨励金就業規則確認報告書（第３号様式） 

■ 平塚市子育て支援企業応援奨励金誓約書（第４号様式） 

■ 

事業を営んでいることを証する書類 

【法人の場合】現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写し 

【個人事業主の場合】確定申告書の写し。創業期の場合は開業届の写し。 

■ 一般事業主行動計画 

■ 一般事業主行動計画届出の写し（神奈川労働局の受付印のあるもの） 

■ 
一般事業主行動計画を外部へ公表したことを明らかにする書類 

（例：「両立支援のひろば」や自社ホームページの掲載画面を印刷した書類 等） 

■ 
一般事業主行動計画を従業員へ周知したことを明らかにする書類 

（例：社内イントラネットの画面を印刷した書類、社内掲示板及び掲示物の写真 等） 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 

奨励金額は一律 200,000円です。 
※奨学金返還支援制度導入による奨励金額の加算
がある場合は、250,000円と記入してください。 

すべての必要書類を揃えたうえで、申請してください。

【法人の場合】 
・履歴事項全部証明書等は、記載内容が現在と変更が無けれ
ば、発行日は問いません。 
【個人の場合】 
・平塚市内で事業を営んでいることが証する資料を提出して
ください。【例】開業届、確定申告書の写しなど 



■ 
一般事業主行動計画に基づき定めた又は改定した就業規則（平塚労働基準監督署の受付印

のあるもの）及びその他これに準ずる書類の写し 

■ 
一般事業主行動計画に基づき改定する以前の直近の就業規則及びその他これに準ずる書類

の写し 

■ 
平塚市イクボス宣言企業であることが確認できる書類（例：平塚市イクボス宣言企業の登

録通知の写し、登録を更新している場合は更新完了通知） 

■ 市税完納証明書の写し（３ヶ月以内に発行されたもの） 

――――― 以下、該当事業者のみ ――――― 

【従業員の奨学金返還支援制度整備に新たに取り組んだ場合】 

■ 
従業員の奨学金返還支援制度について規定した就業規則（平塚労働基準監督署の受付印の

あるもの）及びその他これに準ずる書類の写し 

■ 
従業員の奨学金返還支援制度について規定する以前の直近の就業規則及びその他これに準

ずる書類の写し 

 

  

就業規則（諸規程含む）は、令和
6年 4月 1日以降新たに定めた又
は改定したものであること。 

奨学金返還支援制度は令和 6年 4
月 1日以降新たに定めたものであ
ること。 



第２号様式（第６条関係） 

 

事業者情報調書 

＜申請者の概要＞ 

（フリガナ） 〇〇〇〇カブシキカイシャ 

名称 

（商号または屋号） 
〇〇〇〇株式会社 

本社住所 

（〒２５４－８６８６） 

神奈川県平塚市浅間町〇番〇号 

市内事業所 住所 

（〒   －   ） 

   同上 

 

【雇用保険適用事業所番号： ○○○○-○○○○○○-○ 】  

資本金 １，０００万円  ※会社以外は記載不要 

常時雇用する 

従業員数※1 
５０人   

主たる業種 

【以下のいずれか一つに（〇）を選択してください】 

※市内事業所で営む主な事業を選択してください。 

①（○）製造業   ②（ ）建設業 

③（ ）運輸業   ④（ ）卸売業 

⑤（ ）サービス業       ⑥（ ）小売業 

⑦（ ）その他の業種 

担
当
者
連
絡
先 

（フリガナ） ヒラツカ ジロウ 部 署 
・ 
役 職 

 

氏名 平塚 次郎 

事業所の住所 

（〒２５４－８６８６） 

神奈川県平塚市浅間町〇番〇号 

電話番号 0463-〇〇-〇〇〇〇 FAX番号 0463-〇〇-〇〇〇〇 

E-mail 〇〇〇〇＠〇〇〇〇.co.jp 

 

   ※1「常時雇用する従業員」とは、次の①又は②のいずれかを満たす労働者を指します。 

 ①期間の定めなく雇用されている者  

②過去１年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れの時から１年以上 

引き続き雇用されると見込まれる者 

 

 

 

 

 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 

資本金、従業員数は市内事業所の規
模ではなく、会社全体のものを記載
してください。 
 
※本奨励金は常時雇用する従業員数
が 100人以下の事業者が対象です。 

注意 

対象事業者の要件を満たした場合でも、資本

関係等により、みなし大企業に該当する場合

は対象となりません。みなし大企業の定義は

募集要領を確認してください。 

交付決定書等の書類は担当者
宛に送付します。 



第３号様式（第６条関係） 

 

令和〇年 〇月 〇日  

（宛先） 

 平塚市長 

 

                 住所（所在地） 神奈川県平塚市浅間町○番○号 

                          

                 企業等名称   〇〇〇〇株式会社 

                          

代表者職氏名  代表取締役 平塚 太郎 

 

 

平塚市子育て支援企業応援奨励金就業規則確認報告書 

 

 平塚市子育て支援企業応援奨励金の申請に伴い、新たに定めた又は改定した就業規則について、

専門家（平塚市子育て支援企業応援アドバイザー）による確認を受けましたので、平塚市子育て支

援企業応援奨励金交付要綱第４条第４号の規定により報告します。 

 

 

項目 確認内容 可 否 

一般事業主行動計画

の要件 

 

策定し、神奈川労働局に届出しているか ○  

次世代育成支援対策の内容として一般事業主行動計画で定めた事

項が３項目以上であり、うち１項目以上が「妊娠中の労働者及び子

育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立等を支援する

ための雇用環境の整備」該当事項か 

○  

就業規則の要件 令和６年４月１日以降新たに、一般事業主行動計画に基づき定めた

又は改定したものか 
○  

平塚労働基準監督署の受付印が押印されているか（令和６年４月１

日以降の日付か） 
○  

定めた又は改定した内容が、従業員の賃金（手当含む）、補助・助

成制度、休暇、労働時間のいずれかに係る内容（制度）か。 
○  

定めた又は改定した内容が、平塚労働基準監督署への届出日時点で

施行されている関係法令を上回る水準か。 
○  

――― 以下、該当事業所のみ（奨学金返還支援制度導入加算を受ける場合のみ） ――― 

就業規則の要件 令和６年４月１日以降新たに、従業員に対する奨学金返還支援制度

が定められているか 
○  

以上、奨励金の申請に伴い、就業規則が適切に作成されていることを確認しました。 

 

 令和〇年 〇月 〇日  

 

平塚市子育て支援企業応援アドバイザー：（氏名） 平塚 花子 

（以下、専門家記載欄） 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 

専門家（平塚市子育て支援企業応援アド
バイザー）による確認項目です。専門家
派遣時に記載を依頼してください。 
奨励金申請には全ての項目が「可」であ
る必要があります。 



第４号様式（第６条関係） 

 

                       令和〇年 〇月 〇日  

（宛先） 

平塚市長 

 

                     住所（所在地） 神奈川県平塚市浅間町○番○号 

                          

                     企業等名称   〇〇〇〇株式会社 

                          

代表者職氏名  代表取締役 平塚 太郎 

 

 

平塚市子育て支援企業応援奨励金誓約書 

 

   私は、平塚市子育て支援企業応援奨励金交付申請に当たり、次のことについて誓約します。 

 

記 

１ 過去に平塚市子育て支援企業応援奨励金交付要綱に基づく奨励金の交付を受けたことはありま

せん。 

２ 本申請に伴い提出する就業規則（賃金や育児休業に関する規定を含む）について、従業員へ周知

しています。 

３ 平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条第２号から第５号までに該当する者及

びこれらの者と密接な関係を有する者ではありません。また、平塚市暴力団排除条例第８条の

規定により、申請書及び提出書類の内容を、神奈川県警察本部に照会することに同意します。 

４ 申請書及び提出書類の内容を、平塚市が官公署へ情報提供することに同意します。 

５ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に規定する

性風俗関連特殊営業を行う者ではありません。 

６ 営業に関して必要な許認可等を取得しています。 

７ 本申請書の内容に虚偽はありません。 

内容の虚偽又は平塚市子育て支援企業応援奨励金交付要綱に反する等、奨励金を交付すること

が適当でないと認められる事由が発生した場合は、その奨励金の全部又は一部を、市長が定め

る期限内に返還することに同意します。 

 

以 上 

 

【法人】履歴事項全部証明書の本店住所 
【個人事業主】納税地住所 


